
１ 作成書面

○　被疑者の供述は，これを調
書に録取することができる（刑訴法

１９８条３項）。
○　供述調書は，被疑者に閲覧
させ，又は読み聞かせ，被疑者
が誤りがないと申し立てたとき
は，これに署名押印することを求
めることができる（刑訴法１９８条２

項，３項）。

○　供述調書作成についての法
令の規定はないようである。
○　供述調書が作成されること
は，ほとんどなく，多くの場合，捜
査官により，供述の概要を記載し
た報告書が作成されるようであ
る。
○　報告書については，被疑者
による内容確認，署名は必要とさ
れない。

○　取調べについて，正確な記
録が作成されなければならない
（実務規程Ｃ１１．７）。
○　供述調書が作成されること
は，ほとんどなく，否認事件又は
一定の重大事案の場合には，録
音テープを基にした取調べ記録
（ＲＯＴＩ）又は反訳書面が作成さ
れるほか，事件を問わず，供述
のポイントを記載した書面（ＳＤ
Ｎ）が作成されるようである。
○　ＲＯＴＩ，反訳書面及びＳＤＮ
については，被疑者による内容
確認，署名は必要とされない。

○　司法警察員・司法巡査の取
調べ及び予審判事の尋問におけ
る供述について，供述調書を作
成する（刑訴法６１条４項・５項，７８条

４項・５項，１２１条１項）。
○　供述調書は，供述人が閲読
した上，署名する（刑訴法６１条４

項，７８条５項，１２１条１項，１０６条）。

○　裁判官の尋問，検察官及び
警察官の取調べについて，調書
を作成する（刑訴法１６８条，１６８条ｂ

２項）。
○　 調書は，被疑者が読み聞か
せられ，又は閲読した上で，署名
する（刑訴法１６８条a３項，１６８条ｂ２

項）。

○　検事及び司法警察官による
取調べにおける陳述は，供述調
書に記載しなければならない（刑

訴法２４４条１項）。
○　供述調書は，被疑者に閲覧
させ，又は読み聞かせ，被疑者
が誤記がないことを陳述したとき
は，被疑者に署名又は記名捺印
させる（刑訴法２４４条２項，３項）。

２
供述録取

方法

○　原則として物語式で作成され
るが，必要があるときは，問答式
で作成される。

○　報告書には，供述の概要が
記載されるほか，供述者の供述
以外の証拠から判明した事実に
ついても，供述内容の理解に資
するものであれば記載されること
があるようである。

○　ＲＯＴＩ及び反訳書面は問答
式で作成され，ＳＤＮには供述の
ポイントのみが列挙されるようで
ある。

○　犯罪事実関係については問
答式で作成されるが，身上関係
等については物語式で作成され
る場合もあるようである。

○　問答式及び物語式の併用に
よる場合が最も多いようである。

○　問答式で作成されるようであ
る。

３
公判における

取扱い

○　検察官及び被告人が証拠と
することに同意した場合は，供述
調書が作成されたときの情況を
考慮し相当と認めるときは，これ
を証拠とすることができる（刑訴法

３２６条１項）。
○　上の場合以外には，被告人
の供述調書は，その供述が被告
人に不利益な事実の承認を内容
とするものであるとき，又は特に
信用すべき情況の下でされたも
のであるときに限り，これを証拠
とすることができる。ただし，被告
人に不利益な事実の承認を内容
とする供述調書は，任意にされた
ものでない疑いがあると認めると
きは，これを証拠とすることがで
きない（刑訴法３２２条１項）。

○　報告書は，伝聞証拠である
ため，証拠として許容されない（連

邦証拠規則８０２条）。
○　被疑者が取調べにおいて捜
査官にした供述については，捜
査官が公判で証言する場合には
非伝聞証拠として扱われるため
（連邦証拠規則８０１条(d)(2)(A)），捜査
官の公判証言で立証することが
可能であり，報告書はその証言
に当たっての記憶喚起に用いら
れるようである。

○　供述内容を記録した書面は，
争点との関連性があり，強制等
により獲得されたものでないこと
が証明された場合には，証拠と
することができる（１９８４年警察及び

刑事証拠法（ＰＡＣＥ）７６条）。

○　供述調書そのものは証拠とさ
れないが，裁判官が公判で供述
調書を読み上げたときは，その
内容が事実認定に用いられるよ
うである。

○　裁判官調書は，公判におい
て，自白の証拠調べ等を目的と
して朗読することができる（刑訴法

２５４条）。
○　検察官調書及び警察官調書
については，被告人がその内容
となっている自白を翻した場合
に，調書を読み上げてその内容
を被告人に確認することがあるよ
うである。

○　検事及び被告人が証拠とす
ることができる旨を同意した書類
又は物は，真正なものと認めたと
きは，証拠とすることができる（刑

訴法３１８条１項）。
○　上の場合以外には，検事調
書は，適法な手続・方式により作
成され，供述内容と同一の内容
が記載されていることが被告人
の供述又は映像録画物その他の
客観的な方法により認められ，供
述が特に信用できる状態下でな
されたことが証明された場合に，
証拠とされ得る（刑訴法３１２条１項，

２項）。
　　 警察官調書は，適法な手続・
方式により作成され，被告人又
は弁護人がその内容を認めた場
合に，証拠とされ得る（刑訴法３１２

条３項）。
○　被告人の陳述が，任意にさ
れたものでないものは，証拠とす
ることができない（刑訴法３１７条１

項）。
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